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1. 間接費のコスト削減をどう考えるべきか

１）景気悪化の経営環境は経営体質改善の好機である

２）経営コストアップ要因が増加傾向

３）下手なコスト削減は競争力を低下させる

４）コスト削減を阻害する要因とは

2. 間接費のコスト削減を進めるポイント

１）業務の体系を整理し、部門別、費目別、業務別のコスト構造を明らかに

２）業務の機能・サービスとコストの最適バランスに着目

３）業務をゼロベースで再構成する

3. コスト削減手法と業務改善の推進

１）コスト削減の４つの手法

２）コスト削減の流れ

３）継続的な業務改善を進めるために

Ｃｏｎｔｅｎｔｓ
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プロローグ

•企業が継続的かつ安定的に良好な業績を確保するためには、事業競争力強化、

経営効率化、内部統制適正化をバランス良く推進し強固な経営基盤を構築する

ことが必要である。

•目先の業績改善のために、事業競争力強化や内部統制適正化を疎かにして、

闇雲なコスト削減を進めることは、中長期的に業績悪化の大きな要因になること

が多い。

•本セミナーの基本的考え方は、事業競争力強化および内部統制適正化をはか

るための業務機能とそのための投入コストを比較分析することにより強力なコス

ト削減を実施する。
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1. 間接費のコスト削減をどう考えるべきか

１）景気悪化の経営環境は経営体質改善の好機である

２）内部統制強化、コンプライアンス推進などのコストアップ要因が増加傾向

３）下手なコスト削減は競争力を低下させる

４）コスト削減を阻害する要因とは
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１）景気悪化の経営環境は経営体質改善の好機である

 差別化がしにくいこれからの経営
– マーケットの選択による差別化、圧倒的な製品機能による差別化

 経営コストの削減が重要
– 生産性の向上
– 企業存続の基本的な要件

 景気低迷の時期は高コスト体質改善の好機
– 業績悪化は抜本的な改善を可能に

 特に間接費の抜本的改善が有効
– 人件費、物件費
– サービス業、サービス機能

 暗いイメージをいかに克服するか
– 納得性の醸成
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２）経営コストアップ要因が増加傾向

■気を緩めるといつの間にか肥大化する

 金融商品取引法の内部統制
- 財務報告の信頼性向上のための統制活動のコスト

 コンプライアンス推進
- 不祥事対策による過度の統制活動

- 個人情報保護

 企業間競争への対応
- 顧客満足度向上

- サービス機能の強化

 人は仕事を作り出す
- パーキンソンの法則
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３）下手なコスト削減は競争力を低下させる

 一律の削減目標による強制的なコスト削減
– 強化すべき機能、戦略的な機能を低下させる

– 大幅に改善すべき問題点を残してしまう

 コスト構造・機能レベルが見えないまま推進するコスト削減
– 原因対策に基づく構造改革につながらない

 改善努力を客観的に評価する仕組みが無いコスト削減
– 頑張った人が苦労する、士気の低下

– 防衛意識が生まれ自主的な活動がなくなる

 継続的な改善の仕組みの無い短期的なコスト削減
– 体質改善が進まない、定着しない

– リバウンドする
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４）コスト削減を阻害する要因とは

 以前からのやり方を踏襲した業務を変えられない
– 過度の管理責任意識

• 過度のチェック・コントロール

– トップ・上司に対する過剰な防衛意識

• 過大な資料・データの作成

 業務にかかっているコストがわからない
– 業務内容がブラックボックス

– 業務にかかる人件費、物件費を算定する仕組みが無い

 業務に必要な機能水準・サービス水準がわからない
– 生産性指標が無い

– 機能水準、サービス水準が管理できていない

 間接費をマネジメントする仕組みが無い
– 構造化し管理する仕組み
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2. 間接費のコスト削減を進めるポイント

１）業務の体系を整理し、部門別、費目別、業務別のコスト構造を明らかに

２）業務の機能・サービスとコストの最適バランスに着目

３）業務をゼロベースで再構成する
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3. コスト削減手法と業務改善の推進

１）コスト削減の４つの手法

２）コスト削減の流れ

３）継続的な業務改善を進めるために
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１）コスト削減の４つの手法

■コストの特性により４つの手法を組み合わせて推進する。

① 業務価値分析手法

• 管理業務のスリム化など

② プロセス最適化手法

• オペレーション業務の最適化など

③ コスト要因分解手法

• 物件費の削減など

④ 構造改革手法

• シェアードサービスセンターの構築など
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①業務価値分析手法

 手法の考え方
– 業務の機能とそのコストの比較分析により業務価値を最適化

 手法の概要
– 業務を体系化して整理

– 各業務の人件費及びそれに連動する物件費を算定

– 業務価値に見合うコストを評価して、真に必要なサービス水準とコストのバランスを

検討

 有効な適用テーマ
– 管理・庶務業務のコスト削減とサービス水準の適正化

– 企画・管理・庶務部門のスリム化

– 小さな本社
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②プロセス最適化手法

 手法の考え方
– 業務プロセスのサイクルタイム、コスト、稼働率、滞留などを分析してコストを最適化

 手法の概要
– オペレーション業務のプロセスを可視化

– 現状モデルを基にコスト、稼働率、サイクルタイムなどのシミュレーション分析を実施

– 顧客満足度や処理スピード等の業務パフォーマンスとコストの最適化を検討

 有効な適用テーマ
– オペレーション業務の人件費及び付随する物件費などを削減

– オペレーション業務要員の最適化

– サービス水準の向上（顧客満足度向上、業務処理スピードの向上）

– 事務センターやシェアードサービスセンターのコストマネジメントと最適化

– 内部統制のレベルとコストレベルの最適化
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③コスト要因分析手法

 手法の考え方
– 物件費などの経費のコスト構造を分析し、その要因に着目しコストを削減

 手法の概要
– 経費の重要性を量的・質的の面から評価

– その重点経費から優先的に、コストの発生構造・要因を分析

– 発生の抑制や単位あたりの量の削減、単価の低減等によりコスト削減を検討

 有効な適用テーマ
– 物件費の削減（賃貸料、消耗品、エネルギーなど）

– システム運用費の削減

– 外部委託費の削減
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④構造改革手法

 手法の考え方
– 構造改革の諸施策の展開によるコスト削減

 手法の概要
– 「業務の集約化」「組織の統廃合」「ノンコア業務の外部化」「商品の選択と集中」「販

促費の戦略的運用」などの構造を変革することにより、内部の変革を促す手法

– 組織や業務の構造、商品構成などを変革してコストを削減

 有効な適用テーマ
– シェアードサービスセンターの構築による経理業務、人事管理業務の抜本的改革

– 生産拠点、物流拠点、営業拠点などの統廃合によるコスト削減

– 不採算商品の絞込みによるコスト削減

– 販促効率の分析による販促費の傾斜的配分と効率化
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２）コスト削減の流れ

① 全体方針の作成
– コスト構造を把握し、改善ターゲットを設定して、活用手法を選択

② 個別削減策の検討
– 複数の個別削減策を作成し、効果、リスクや実行可能性を評価して、

実行案を作成

③ 実行計画の策定
– 体制計画、日程計画、費用計画などを作成

④ 削減策の実行
– 削減案を実行し、見直して、モニタリング指標を設定

⑤ 継続的な業務改善の推進
- モニタリング指標を管理し、課題改善を継続的に推進
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３）継続的な業務改善を進めるために

 抜本的な業務改革と継続的な業務改善を組み合わせる
– 構造改革の諸施策の展開によるコスト削減

 業務の生産性・価値向上を数年後のゴールに向けて継続的に改善
– 現場主体の改善・工夫を継続することにより数年かけて大幅な改善

 モニタリング指標を設定
– サービス水準・機能水準指標

– コスト指標

 定期的に自己点検と第三者の評価
– 目標指標と実態を評価

– ギャップを課題として改善
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■ 日本総研のご紹介
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